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金融庁等の行政当局がオブザーバーとして関与し、

日本商工会議所と全国銀行協会が共同で設置した「経

営者保証に関するガイドライン研究会」（以下「研究

会」といいます。）より、平成 25 年 12 月 5 日、

「経営者保証に関するガイドライン」（以下「ガイド

ライン」といいます。）及び『「経営者保証に関する

ガイドライン」Q&A』（以下「Q&A」といいます。）

が公表されました。 

ガイドラインは、「法的拘束力はない」（ガイドラ

イン 2（1））ものの、後述のとおり、事実上の拘束

力はあるものと考えられるため、今後の中小企業の経

営者による個人保証（以下「経営者保証」といいま

す。）の処理等に関する実務に重要な影響を与えるも

のと思料されます。 

そこで、本ニューズレターにおいては、ガイドライ

ンの概要を紹介させて頂きます。 

 

1 ガイドラインの目的 

  ガイドラインは、平成 25 年 1 月に中小企業庁と金

融庁が共同で有識者との意見交換の場として設置した

「中小企業における個人保証等の在り方研究会」にお

いて示された中小企業の経営者保証が抱える様々な課

題に対する解決策の方向性を具体化するため、研究会

により策定及び公表されたものとなります。 

その内容は、中小企業の経営者保証について、主た

る債務者、保証人及び対象債権者 iにおいて合理性が

認められる保証契約の在り方等を示すとともに、主た

る債務の整理局面における保証債務の整理を公正かつ

迅速に行うための準則とされています（ガイドライン

1 及び 2（1））。 

 

2 合理的な保証契約の在り方等 

（1）経営者保証に依存しない融資の一層の促進 

   主たる債務者が経営者保証を提供することなく資 

  金調達を希望する場合には、法人と経営者との関係 

  の明確な区分・分離等の要件を満たすことが求めら 

  れます（ガイドライン4（1））。 

債権者においても、停止条件又は解除条件付保証

契約、ABL、金利の一定の上乗せ等の経営者保証の

機能を代替する融資手法のメニューの拡充を図るこ

と等が求められます（ガイドライン4（2））。 

（2）経営者保証の契約時の対象債権者の対応 

   経営者と保証契約を締結する場合でも、対象債権

者には、主たる債務者や保証人に対する保証契約の

必要性等に関する丁寧かつ具体的な説明をするこ

と、及び、形式的に保証金額を融資額と同額にせず

に適切な保証金額を設定することが求められます

（ガイドライン5）。 

（3）既存の保証契約の適切な見直し 

   主たる債務者及び保証人から既存の保証契約の解

除等の申入れがあった場合も、対象債権者は、ガイ

ドライン4（2）又は5に即して、対応することが求

められます（ガイドライン6（1）②）。 

   また、事業承継時の対応として、対象債権者は、

前経営者が負担する保証債務について、後継者に当

然に引き継がせるのではなく、ガイドライン4（2）

又は5に即して、保証契約の必要性等について改め

て検討する等の対応が求められます（ガイドライン

6（2）②）。 

 

3 保証債務の整理の際の対応 

（1）ガイドラインに基づく保証債務の整理の対象とな

り得る保証人 

   以下の全ての要件を充足する場合において、保証

人は、ガイドラインに基づく保証債務の整理を対象

債権者に対して申し出ることができるとされていま

す（ガイドライン7（1））。 

   イ）ガイドラインの適用対象となり得る保証契約

（ガイドライン3）であること 

   ロ）主たる債務者が、法的債務整理手続iiの開始申

立て又は準則型私的整理手続 iiiの申立てをガイ
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ドラインの利用と同時に現に行い、又は、これ

らの手続が係属し、若しくは既に終結している

こと 

   ハ）主たる債務者の資産及び債務並びに保証人の

資産及び保証債務の状況を総合的に考慮して、

主たる債務及び保証債務の破産手続による配当

よりもより多くの回収を得られる見込みがある

など、対象債権者にとっても経済的な合理性が

期待できること 

   二）保証人に破産法第252条第1項（第10号を除

く。）に規定される免責不許可事由が生じてお

らず、そのおそれもないこと 

（2）保証債務の整理の手続 

   主たる債務と保証債務の一体整理を図る場合は、

原則として、準則型私的整理手続を利用することと

し、準則型私的整理手続に基づき主たる債務者の弁

済計画を策定する際に、保証人による弁済もその内

容に含めることで主たる債務との一定整理を図るよ

う努めることとされています（ガイドライン7（2）

）。 

また、保証債務のみを整理する場合は、原則とし

て、当該整理にとって適切な準則型私的整理手続を

利用することとされています（ガイドライン7（2）

）iv。 

（3）保証債務の整理を図る場合の対応 

  ア 一時停止等の要請 

    原則として、保証債務に関する一時停止や返済

猶予（以下「一時停止等」といいます。）の要請

は、主たる債務者、保証人、支援専門家 vの連名

の書面による必要があります（ガイドライン7（3

）①）。 

    ガイドラインに定める要件を充足する一時停止

等の要請に対して、対象債権者は誠実かつ柔軟に

対応するように努めることが求められます（ガイ

ドライン7（3）①）。 

  イ 経営者の経営責任の在り方 

    主たる債務と保証債務の一体整理を図る場合、

一律かつ形式的に経営者の交代を求めないことと

し、ガイドラインに定めるような点を総合的に勘

案し、準則型私的整理手続申立て時の経営者が引

き続き経営に携わることに一定の経済的合理性が

認められる場合には、これを許容することとされ

ています（ガイドライン7（3）②）。 

  ウ 保証債務の履行基準（残存資産の範囲） 

    「保証人は、全ての対象債権者に対して、保証

人の資力に関する情報を誠実に開示し、開示した

情報の内容の正確性について表明保証を行うとと

もに、支援専門家は、対象債権者からの求めに応

じて、当該表明保証の適正性についての確認を行

い、対象債権者に報告することを前提」としたう

えで（ガイドライン7（3）③）、対象債権者は、

保証債務の履行に当たり、保証人の手元に残すこ

とのできる残存資産の範囲について、必要に応じ

支援専門家とも連携しつつ、ガイドラインに定め

るような点を総合的に勘案して決定するとされて

います（ガイドライン7（3）③）。 

    なお、対象債権者は、回収可能見込額の増加額
viを上限として、破産手続における自由財産の考

え方を踏まえつつ、経営者の安定した事業継続、

事業清算後の新たな事業の開始等のため、一定期

間の生計費に相当する額viiや華美でない自宅viii等を

当該経営者たる保証人の残存資産に含めることを

検討することとされています（ガイドライン7（3

）③）。 

  エ 保証債務の弁済計画 

    ガイドラインに定める事項を含む保証債務の弁

済計画を策定する必要があり、原則5年以内の弁

済計画となります（ガイドライン7（3）④）。 

    なお、主たる債務と保証債務の一体整理を図る

場合は、主たる債務の弁済計画案の提出と同時の

提出となります（Q&A（Q7-22））。 

  オ 保証債務の一部履行後に残存する保証債務の取

扱い 

    ガイドラインに定める要件を全て充足する場合

には、対象債権者は、保証人からの保証債務の一

部履行後に残存する保証債務の免除要請について

誠実に対応することとされています（ガイドライ

ン7（3）⑤）。 

 

4 課税関係 

  債務の減免・免除をする場合、債権者にとっては無

税償却ができるか、債務者にとっては債務免除益が発

生するかなどが問題となります ix。 

この点については、Q&A（Q7-32）によると、「対

象債権者が、ガイドラインに沿って準則型私的整理的

続等を利用し対象債権者としても一定の合理性が認め

られる範囲で残存保証債務を減免・免除する場合、保

証人に対する利益供与はないことから、保証人及び対

象債権者ともに課税関係は生じないこととなります。

（中小企業庁及び金融庁から国税庁に確認済）」とさ

れ、課税関係にも配慮されたものとなっています。 

なお、ガイドラインにおいては、保証債務のみを整

理する場合、準則型私的整理手続を利用することなく

、支援専門家等の第三者の斡旋による保証債務の整理

の余地を認めています（ガイドライン7（3）④）。も

っとも、この場合にも保証人及び対象債権者ともに課
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税関係は生じないこととなるのかは、必ずしも明確に

はなっていないようにも読めますx。 

 

5 適用時期等 

  ガイドラインは、平成 26 年 2 月 1 日から適用する

こととされています（ガイドライン 8（1））。 

  もっとも、各関係者の準備が整い次第、同日に先立

ってガイドラインに即した対応を開始するとされてお

り（ガイドライン 8（2））、「対象債権者となる金

融機関の団体や主たる債務者となる中小企業の団体、

行政機関及び公認会計士、税理士等の外部専門家等に

よる広報・周知活動を始め、さらに、必要に応じ、相

談窓口の設置、金融機関による社内規程・マニュアル

や契約書の整備等」（Q&A（Q8-4））の早期の取組

みが求められています（ガイドライン 8（2））。 

  また、ガイドラインに沿った債務整理を行った保証

人の情報は、信用情報登録機関に報告、登録されない

こととされ（ガイドライン 8（5））、保証人の信用

低下の回避への配慮もなされています。 

 

6 今後の動向 

  ガイドラインは、「法的拘束力はないものの、主た

る債務者、保証人及び対象債権者によって、自発的に

尊重され遵守されることが期待」（ガイドライン 2

（2））されています。 

  また、金融庁より、平成 25 年 12 月 27 日付で

『「主要行等向けの総合的な監督指針」及び金融検査

マニュアル」等の一部改正（案）』が公表されており、

ガイドラインの内容はかかる監督指針や金融検査マニ

ュアルに平成 26 年 2 月 1 日付で反映されることにな

りますxi。 

したがって、ガイドラインの内容は対象債権者に対

して拘束力を有し、今後の中小企業の経営者保証の処

理等については、ガイドラインの内容に従った運用が

なされるものと考えられます。 

実務的観点からは、従前の私的整理の実務で試みら

れていた経営者保証における保証人の資産開示及び表

明保証等が仕組みとして取り入れられている点（ガイ

ドライン 7（3）③）は、保証人による資産開示及び

表明保証に対する抵抗感を緩和するものとして有効に

機能することが期待されます。それと同時に、経済的

窮境に陥った中小企業の早期の再建プログラムの実施

も期待できると思われます。 

一方で、対象債権者からの求めに応じて、保証人の

資産開示及び表明保証の適正性についての確認及び報

告が必要とされる（ガイドライン 7（3）③）など、

ガイドラインにおける支援専門家の役割が大きく、そ

の責任の在り方も含めて、支援専門家の役割について

は、今後の事例の集積により継続して検討されるべき

ものと考えます。 

                     以 上 

 

                                                           
i 対象債権者とは、中小企業に対する金融債権を有する金融機関等で

あって、現に経営者に対して保証債権を有するもの、あるいは、将来

これを有する可能性のあるものをいうとされています（ガイドライン

1）。なお、対象債権者には、信用保証協会（代位弁済前も含む）、

既存の債権者から保証債権の譲渡を受けた債権回収会社（サービサ

ー）、公的金融機関等も含まれるとされています（Q&A（Q.1-1））。 
ii
 法的債務整理手続とは、破産手続、民事再生手続、会社更生手続若

しくは特別清算手続をいうとされています（ガイドライン 7（1））。 
iii 準則型私的整理手続とは、利害関係のない中立かつ公正な第三者が

関与する私的整理手続及びこれに準ずる手続（中小企業再生支援協議

会による再生支援スキーム、事業再生 ADR、私的整理ガイドライン、

特定調停等）をいうとされています（ガイドライン 7（1）） 
iv 各都道府県に設置されている中小企業再生支援協議会で対応するこ

とも検討されているようです。 
v 保証人の債務整理を支援する専門家（弁護士、公認会計士、税理士

等の専門家であって、全ての対象債権者がその適格性を認めるもの）

をいうとされています（ガイドライン 5（2）ロ）。なお、支援専門

家には、保証人の代理人弁護士や顧問税理士も含まれるとされていま

す（Q&A（Q5-8））。また、支援専門家の適格性については、当該

専門家の経験、実績等を踏まえて、対象債権者が総合的に判断するこ

ととされています（Q&A（Q5-7））。 
vi 「回収見込額の増加額」については、Q&A（Q7-16）を参照。なお、

主たる債務者が再生型手続の場合は、（主たる債務及び保証債務の弁

済計画（案）に基づく回収見込額の合計額）から（主たる債務者及び

保証人が破産手続を行った場合の回収見込額の合計金額）を控除して

算出するとされています。 
vii Q&A（Q7-14）によると、「一定期間」については雇用保険の給付

期間の考え方等を参考し、「生活費」については一月当たりの「標準

的な世帯の必要生経費」として民事執行法施行令で定める額（33 万

円）を参考にするとされています。たとえば、保証人の年齢が 45 歳

以上 60 歳未満で給付期間を最大の 330 日とした場合、33 万円×330

日÷30 日として 363 万円が増加する残存資産とされ、破産手続にお

ける自由財産 99 万円と合わせて 462 万円について、保証人の残存資

産の範囲を検討する際に考慮されることになります。 
viii

 Q&A（Q7-14）によっても、「華美でない自宅」の定義は必ずし

も明らかでないことから、今後の事例の集積が望まれるところと考え

られます。 
ix 研究会においても、委員より、ガイドラインが実務上受け入れられ

るには、課税関係の整理が必要である旨は強く要請されていました

（『「経営者保証に関するガイドライン研究会」（第 1 回）議事要

旨』5 頁・11 頁、『「経営者保証に関するガイドライン研究会」

（第 2 回）議事要旨』9 頁を参照）。 
x ガイドラインが策定された背景などから、「準則型私的整理手続

等」の「等」に、準則型私的整理手続を利用することなく、支援専門

家等の第三者の斡旋により保証債務を整理する場合も含む趣旨である

とも考えられます。 
xi 金融庁 HP（http://www.fsa.go.jp/news/25/ginkou/20131227-

4.html）を参照。 
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